










３．注意事項
　補助事業実施にあたっては下記の注意事項を遵守し、事務手続きを行ってく
ださい。
　本要領に示した書式に適合しない、必要書類が整っていない書類は受理をい
たしません。
　また、「公益規程」、「補助細則」、本要領に従わなかった場合、提出すべ
き書類が提出されない場合は補助金の支払いを行わないこともあります。
また、既に支払った補助金を返還していただくこともあります。
　提出書類については、パソコンで文書を作成したり、担当者と電子メールで
のやり取りをする場合がありますので、パソコンが使用可能な環境を整えてくだ
さい。

（１）経理処理等について
　　１．補助事業に関する経理については、他の経理と区分し、処理する。
　　２．内定通知受領後直ちに補助事業のための専用の金融機関の口座（郵便
　　　局不可）を設け自己資金及び補助金等の受入れ並びに業者等に対する支
　　　払いは、全てこの口座を通して行う。
　　３．業者等に対する支払いは現金払いではなく、預金口座振替により行う。
　　４．物品購入、印刷物等で１件２０万円（税別）以上の契約については、
　　　原則として３社以上で見積り合わせを行い契約書を作成する。２０万円
　　　未満については請書も可。
　　５．委員手当、謝金、旅費等の個人に対する支払は、一括ではなく、その
　　　都度行い、本人記名、押印の領収書を取る。
　　６．講師謝金、原稿料については源泉徴収を行い、金融機関の領収印のあ
　　　る領収証書を提出する。
（２）提出書類について
　　　　提出書類の書式は各振興会ホームページからダウンロード出来ます。

　　　日本自転車振興会　http://ringring.keirin.go.jp
　　　●「補助事業者の方へ」→「関連資料を見る」→「事務手続き要領、提

　　　　出資料」→「公益事業振興」
　　　
　　　日本小型自動車振興会　http://www.autorace.or.jp
　　　　●上記URLにアクセスいただき、末尾の「補助事業について」→Ⅲ公
　　　　　益事業への補助→画面下「事務手続き関係」から補助事業内容に従
　　　　　い、「事業費関係」、または「検診車・福祉車両・機器関係」を選
　　　　　択し、必要な書式等をダウンロードして下さい。
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　　１．提出部数は全て１部
　　２．書類を郵送する場合は、締切日必着
　　３．封筒の宛名
　　　　日本自転車振興会・・・本会の担当者名
　　　　日本小型自動車振興会・・・振興事業課宛
　　４．提出書類の宛名の会長名（各提出書類の左上の宛名）
　　　　日本自転車振興会・・・下重暁子
　　　　日本小型自動車振興会・・・堀田俊彦
　　５．全ての提出書類の表紙
　　　　左上に内定通知書に記載されている整理番号（⑲－○－○○○）を記
　　　　入する。
　　　　右上に補助事業者の文書発翰番号、発翰年月日を記入する。
　　６．法人住所、法人名、代表者名（役職）、印鑑
　　　　法務局に登記している登記簿の表記と同じとする。
　　７．提出書類はＡ４判横書き左綴じ、ＪＩＳ規格の２つ穴を開け、綴じひ
　　　　もで綴じる。
　　　 　Ａ３判で作成された書類やポスターなどを綴じる場合はＡ４判に折る。
　　　 　添付書類には適宜タックインデックスを付ける。　
　　８．提出した資料は必ず控えをとり、全ての必要書類、証拠書類、印刷物
　　　　等の作成物、帳簿等は管理期間中（確定通知書に記載の期間。事業完
　　　　了後おおむね５年間）保存しておく。
（３）その他
　　１．委員会の委員を委嘱する場合、年度ごとに必ず委嘱に係る手続きを行
　　　　い、委員会の開催の都度、議事録を作成する。
　　２．臨時傭員を使用するときは出席簿を作成する。
　　３．印刷物については、作成部数、配布先の一覧を作成する。
　　４．原稿料、翻訳料を支出する場合、これらの原稿を補助金確定のための
　　　　調査終了まで保管する。
　　５．図書・資料等を購入した場合、図書台帳を整備する。
　　６．１点の取得単価が５万円以上の物品、１冊又は１セットが５万円以上
　　　　の図書・資料を購入した場合は完了報告書等に添付の「取得物件報告
　　　　書」に記載する。
　　７．以下の場合は、速やかに本会担当者に連絡する。
　　　　①内定後、交付決定以前に事業に着手する場合。
　　　　②補助金交付申請書を提出期限までに提出できない場合。
　　　　③内定通知書、交付決定通知書に記載の内容に変更が生じた場合。
　　　　④平成２０年３月３１日までに事業が完了しない場合。
　　８．日本自転車振興会の補助事業者に対するお知らせは本会ホームページ
　　　　上で行うことがあります。ホームページ内、「新着情報」、「補助事
　　　　業者の方へ」を随時ご覧頂き、更新状況を確認して下さい。
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４．公益補助事業であることの表示
（１）補助事業によってイベントを実施したり、印刷物、映画等を作成した場
　　　合、競輪及びオートレースの補助金が使われていることを示す標識を表   
　　　示して下さい。
　　１．イベント等
　　　①イベントの告知看板等を会場に設置する場合：（例１）の様式で看板
　　　　中に併記する。
　　　　表示面積は全体面積の２５％以上。
　　　②イベントの告知看板中に併記出来ない場合、告知看板を会場に設置し
　　　　ない場合：（例２）の様式で看板を作成し設置する。
　     2．報告書、プログラム、要網、ポスター、パンフレット等印刷物：（例3の様式）

＜看板の例＞

 

　　３．物件の購入
　　　補助事業によって購入した物件（パソコン、自転車などの物品）につい
　　　ては標識（シール）を貼付する。
　　　①標識の表示方法
　　　　　物件の目につきやすい場所に標識（シール）を貼付する。
　　　②標識の種類
　　　　　Ｂ型（アルミ箔シール・・・たて１２５mm×よこ１８０mm）
　　　　　Ｃ型（アルミ箔シール・・・たて６０mm×よこ７５mm）
　　　　　Ｄ型（アルミ箔シール・・・たて３５mm×よこ５０mm）
　　　　取得物件の大きさにあわせて選択し、本会に必要枚数を請求して下さい。
　　　

　　　③表示の時期　
　　　　　物件取得の直後に表示する。
　　　④注意事項
　　　　　シールは目に付きやすい箇所に表示する。
　　　　　取得物件1件ごとに1枚貼付する。
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＜印刷物の例＞

http://keirin.go.jp
http://ringring.keirin.go.jp

http://www.autorace.or.jp

印刷物の表紙に10％以上の面積をとる。ただし、
デザインを著しく損なう場合は、裏表紙でも可。



４．映画・ビデオ・ＤＶＤ製作
　　　本会提供の動画もしくは静止画をメインタイトルの直後に挿入する。
　  　詳細は各振興会担当者にお問い合わせ下さい。
　　　　

（２）シンボルマークについて
　　　　両振興会のシンボルマークについては所定の様式が定められています。
　　　各振興会のホームページから様式をダウンロードして下さい。

　　　日本自転車振興会

　　　●ホームページ内　トップページ一番下「KEIRINマークの使用について」
　　　　
　　　　○ＫＥＩＲＩＮのシンボルマーク

          
　　　日本小型自動車振興会　

　　　●ホームページ内　トップページ一番下「補助事業について」
　　
　　　　○オートレースのシンボルマーク

（３）英文表示について
　　　　英文表示による印刷物の場合は下記の例を参照して表示して下さい。
　　　日本自転車振興会
　　　This publication was subsidized by Japan Keirin Assosiation through its 　　　
　　　promotion funds from KEIRIN RACE.

　　　日本小型自動車振興会
　　　This publication was subsidized by Japan Motorcycle Racing Organization 　　
　　　through its promotion funds from AUTORACE.
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この映画の製作に当たっては、「オートレース
公益資金」の補助を受けました。

この映画の製作に当たっては、「競輪公益資金」
の補助を受けました。

www.autorace.or.jp

www.autorace.or.jp



５．補助事業及び補助事業によるイベントのＰＲについて
（１）バナーの貼付
　　　　内定通知受領後、補助事業者のホームページのトップページに競輪
           ポータルサイト「KEIR IN . J P」及び競輪補助事業ホームページ
          「RING!RING!プロジェクト」のリンクのバナーを貼って下さい。
　　　（ホームページの無い補助事業者については必要ありません）。
　　　　バナーの様式についてはホームページ内の様式を参照して下さい。
　　　日本自転車振興会
　　　●ホームページ内　トップページ一番下「リンクについて」

　　　　　「KEIRIN.JP」　　　　　　 　　「RING!RING!プロジェクト」

　　　日本小型自動車振興会
　　　●ホームページ内　トップページ一番下「リンクについて」

　
　

（２）広告の掲載
　　　　補助事業者が機関紙など発行している場合は、それぞれの振興会の広
　　　　告ページを入れて下さい。（補助対象事業ではない機関紙でも入れて
　　　　ください）。
　　　　　補助事業実施年度のみで結構です。
　　　　　本会の広告のデータについては、各担当者に問い合わせ願います。
（３）イベントの告知（日本自転車振興会の補助事業のみ）
　　　　補助事業者が本会の補助金によりイベント（スポーツ大会、音楽の演
　　　奏会、研修会など）を開催する場合には、本会のホームーページにて告
　　　知いたしますので、お知らせ願います。イベント開催の１，２ヵ月程度
　　　前にお知らせ下さい。
　　　　イベントの告知の様式についてはホームページ内の様式を参照して下
　　　さい。　　　　　
　　　●ホームページ内、「補助事業者の方へ」

６．補助事業完了後の事業成果の公表について
（１）補助事業者による事業成果の公表
　　　　下記の例にならって、補助事業完了後に新聞、雑誌、補助事業者発行
　　　の機関紙、ホームページなどで「補助事業完了のお知らせ」を行ってく
　　　ださい。
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（２）両振興会による事業成果の公表
　　１．ホームページにおける事業成果の画像等の公開（日本自転車振興会の
　　　補助事業者のみ）　
　　　　本会の補助事業による事業成果については、本会ホームページにおい
　　　て画像、資料など公開しております。補助事業が完了しましたら、様式
　　　に基づいてデータの提供をお願いいたします。イベントなどについては、
　　　必ず忘れずにイベントの実施中に画像をデジタルカメラで撮っておいて
　　　下さい。
　　　　様式についてはホームページ内の様式を参照して下さい。
　　２．事業の概要の公開
　　　　補助事業完了後、「事業の概要」を提出して下さい。
　　　　　それぞれの振興会のホームページ上で公表します。
　　　　「事業の概要」の様式についてはホームページ内の様式を参照して下
　　　　さい。　　　　
　　　●完了報告書の書式の中に含まれています。　　　

７．委託事業を実施する際の注意事項
　　補助事業の一部を他に委託して実施する場合、補助事業者は、以下の事項
　を遵守していただきますようお願いいたします。
（１）委託先の選定
　　　　補助事業者は、委託先の選定にあたり、入札、見積り合せ等により業
　　　者を選定すること。
　　　　また、調査事業を委託して行う場合、公募、企画競争等により業者を
　　　選定すること。
　　　　いずれの場合も、客観的かつ公平な手法で委託先が選定されるような
　　　体制（外部有識者を含む委員会による選定、等）を整備すること。
　　　　以下に例示する特段の事情によりこの手順によることができない場合、
　　　事前に本会に理由書を提出し、了解を得ること。
　　　①　契約の性質又は目的が公募、企画競争等に適しない場合、緊急の必
　　　　要によりこれらを行うことができない場合及びこれらを行うことが不
　　　　利と認められる場合。
　　　②　契約に係る予定価格が少額である場合。
（２）調査テーマの選定
　　　　補助事業者は、調査事業を委託して行う場合、補助事業の対象となる
　　　調査テーマの選定にあたり、対象分野のニーズを適確に把握し、客観的
　　　かつ公平に適正なテーマを選定すること。
（３）積算明細の明示
　　　　補助事業者は委託先に対し、契約及び請求の際に、それぞれ契約額、
　　　請求額の根拠となる積算明細を明示するよう求めるとともに、これを本
　　　会に提出すること。
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（４）進捗状況の報告
　　　　補助事業者は、委託した事業の実施にあたり、委託先に対し定期的に
　　　報告を求め進捗状況について把握すること。
　　　また、本会に対し進捗状況報告を行う際に、委託先の事業進捗について
　　　併せて報告すること。
（５）必要書類の確認と現地調査
　　　　補助事業者は、委託費を確定し支払う際には、証拠書類や帳票等を確
　　　認するとともに、原則として委託先の現地調査を実施すること。
　　　　また、その状況について本会に報告すること。
（６）契約書への記載事項
　　　　委託先との契約にあたっては、以下の事項を契約書に明記すること。
　　　①　委託先が公益規程第２７条第１項に定める事由に該当した場合、委
　　　託契約の取消及び費用の返還ができること。
　　　②　必要に応じて、本会が直接委託先を調査できる（現地調査を含む）
　　　こと。
　　　③　補助事業に係る委託関係書類一式について、保存期間を補助金額確
　　　定後５年間とすること。

８.　補助事業の評価について

　本会では外部の有識者による補助事業審査・評価委員会を設置し、毎年度の
補助事業の評価を実施することにしており、この一環として下記により補助事
業者の皆様には、事前・事後の自己評価を行っていただくこととしております。
　
１．事前評価書
　　事業の目的、必要性、内容などついて補助事業者は事業の実施前に目標を
　明らかにします。
　　提出時期、方法・・・補助金交付申請書に添付して提出するとともに振興会
　の担当者あてに電子メールに添付して送付。
　　注意事項・・・作成にあたっては「事前評価記載要領」を参照のこと。

２．事後評価書
　　事業の達成状況、内容、評価などについて事業完了後に補助事業者が評価
　を行います。
　　提出時期、方法・・・完了報告書に添付添付して提出するとともに振興会
　の担当者あてに電子メールに添付して送付。
　　注意事項・・・作成にあたっては「事後評価記載要領」「スコアリングガ
　　イド」を参照のこと。

※それぞれの評価書、記載要領、スコアリングガイドは、ホームページの提出
書類の各書式の中に含まれています。
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○書類提出の流れ

１．交付申請をする

　　※交付申請書の提出の延期をする

２．補助事業を行うにあたって、公益規程
　　　等を遵守することを誓約する

３．補助事業の進捗状況を報告する

４．補助金を申請する

５．補助事業が完了したことを報告する
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（１）「補助金交付申請書」
（１）－２「事前評価書」
（１）－３　　　　　　　　　　　　　　
　「補助金交付申請書提出期日延期申請書」

（２）「補助事業実施に関する誓約書」

（３）「補助事業の状況に関する報告書」

（４）「補助金の精算払い申請書」

（５）「補助事業の完了報告書」
（５）－２「事後評価書」
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証拠書類（写）一覧表

番号

1

2

3

4

5

6

7

見積書（合見積を含む）

契約書

納品書

請求書

領収書

預金口座振替による振込受付書（金融機関の発行したもの）

補助対象物または対象事業の写真

その他

（注11）

（注12）

（注13）

（注14）

（注15）

（注11）

（注12）

（注13）

（注14）

（注15）

確認書　　類　　名

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

（別添）

　１～２については、事業の状況に関する報告書で提出したものに
ついては、省略する。

　

　
　領収書については個人を対象とした支払分についてのみ添付。

　
　印刷物がある場合は、印刷物の原本を提出する。

　写真の場合は標識（6～7ページ参照）の表示が分かるように写す
こと。
（1）講習会、研修会、イベント等を実施したときは、開催ごとに
　　様子がわかるような写真（横断幕・たて看板が写っているもの）
　　を添付。

（1）委員会の委員を委嘱した場合、委嘱状を添付する。
（2）臨時傭員を使用した場合、出勤簿を添付する。

提出する書類には確認欄に○印を付け、証票明細、証拠書類は節ごとに左

の番号順に綴る。

証拠書類については、4、5ページを参考に添付する。

事業費については節ごとに証拠書類（写）一覧表を作成する。

　　証票明細表

　　証拠書類（写）一覧表　　　　節ごとに綴る

　　一覧表に添付する証拠書類｝



























○以下の場合は次の書類を提出して下さい。

６．事業の内容に変更が発生する場合

７．補助金の支払いを分割払い
　　　　　　　　　で申請する場合

８．法人名称・法人住所・法人
　　　　代表者が変更となった場合

̶ 49 ̶

（６）「補助事業の計画の変更に
　　　　　　　　　　関する承認申請書」

（７）「補助金の分割払い申請書」

（８）各変更届
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証拠書類（写）一覧表（最終回）

番号

Ⅰ

1

Ⅱ

1

2

3

4

5

6

7

前回補助金に関するもの

預金口座振替による振込受付書（金融機関の発行したもの）

今回補助金に関するもの

見積書（合見積を含む）

契約書

納品書

請求書

領収書

預金口座振替による振込受付書（金融機関の発行したもの）

補助対象物または対象事業の写真

その他

確認書　　類　　名

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

（別添２）

（注15）

（注16）

（注17）

（注14）

（注13）

（注13）

（注14）

（注15）

（注16）

（注17）

提出した書類には確認欄に○印を付け、番号順に綴る。
証拠書類については、4、5ページを参考に添付する。
証票明細表の記入例については「精算払い申請書」のページを参照。

　前回補助金受取後の支払分。

　前回の分割払い申請書提出後、新たに業者と契約をした場合。

　今回の分割払い申請に係るもの。
　領収書については個人を対象とした支払分についてのみ添付する。

　写真の場合は標識（6～7ページ参照）の表示が分かるように写す
こと。
　　講習会、研修会、イベント等を実施したときは、開催ごとに様
　　子がわかるような写真（横断幕・たて看板が写っているもの）
　　を添付。

（1）委員会の委員を委嘱した場合、委嘱状を添付する。
（2）臨時傭員を使用した場合、出勤簿を添付する。

事業費については節ごとに証拠書類（写）一覧表を作成する。

　　証票明細表

　　証拠書類（写）一覧表　　　節ごとに綴る。

　　一覧表に添付する証拠書類












